























1967 年 1968 年 1969 年 1970 年 1971 年 1972 年
エチレン 28.5 31.8 33.9 29.0 14.2 8.9
低密度ポリエチレン 32.2 9.1 21.5 16.2 6.3 4.9
高密度ポリエチレン 42.7 33.6 43.4 28.5 -6.5 24.1
エチレンオキサイド 51.0 11.0 22.1 40.9 9.7 8.1
スチレンモノマー 23.0 42.7 37.7 32.8 3.1 9.1
アセトアルデヒド 11.9 47.9 27.6 11.7 -2.8 9.1
塩化ビニル樹脂 43.9 35.0 11.1 10.9 -10.9 4.3
ポリプロピレン 70.7 70.8 45.0 37.8 7.9 -1.5
アクリロニトリル 18.2 21.6 41.0 29.9 23.2 2.2
合成ゴム 20.6 35.5 38.5 32.5 8.9 5.1
ベンゼン 32.9 45.8 63.3 39.3 13.0 15.0
単位：％
表 1 主要石油化学製品の生産伸び率（対前年比)





「エチレン年産 10 万トン基準」を設定し，さらに 1967 年にはそれを年産







にかけて 9 基 270 万トン分の 30 万トン設備の建設が認可されていった。
1967 年のエチレン生産量が 137 万トン，1968 年が 179 万トン，1969 年が
240 万トンであることを考えるとこの 270 万トンという設備能力が大きな
ものであったことが分かる。それでもなお当時は，今後もエチレン需要は
大幅に増大し続けるという考えが業界内外で共有されていた。エチレン需
要は，1980 年には 668 万トンになるのは手堅いとした予想（片山，1969）
や，1985 年には 1400 万トンから 1700 万トンになると予測する論文（原，
1969）が石油化学工業協会から出されている。丸善石油化学で 30 万トン
設備建設の際に中心的な役割を果たした林喜世茂常務（当時）もエチレン














れた（表 1）1)。同様にエチレン設備の稼働率も 1969 年まで 90％を切るこ
とはほとんどなく推移していたものが 1970 年，1971 年と 2年続けて 82％
に低下した（通商産業省化学工業局，1972）。最終的にエチレンセンター 12
社2)は，公正取引委員会に不況カルテル結成を申請し，1972 年 4 月 15 日
から 1972 年 12 月 31 日までの共同行為が認められた。





2) カルテル参加の 12 社は，三菱油化，三井石油化学，住友化学，日本石油化
学，丸善石油化学，東燃石油化学，新大協和石油化学，大阪石油化学，三菱
化成，山陽石油化学，出光石油化学，鶴崎油化の各社。
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図 1 エチレン設備稼働率とエチレン 12 社平均売上高利益率
出所：通商産業省大臣官房統計部『化学工業統計年報（各年版）』，




速に回復し，70％を切っていたエチレン稼働率は 1973 年 1 月には 90％を
超えた。これにより各社の新増設計画が再び活発化し，三菱油化（鹿島），
浮島石油化学（立地は三井石油化学，千葉），住友化学（新居浜），昭和電工
（大分）の 4 社が設備新設の内定を得た。しかし，1974 年の夏以降，総需
要抑制政策の浸透により需要は再び減少し，エチレン稼働率は 1〜2 月に
は 60％台，3 月には 54.2％に低下した。そうした中で三菱油化，住友化
学の両社は設備の新設を断念した。しかし，浮島石油化学と昭和電工は設
備の新設を断行し，需要が低迷する中で 1977 年に昭和電工が年産 30万ト
ン設備，1978 年に浮島石油化学が年産 40 万トンのエチレン設備を完成さ





年には 59.8％，翌 82 年には 58.9％と 60％を切るまでになった。さらに
収益性も極めて低水準にあり，1976〜78 年にかけて一度も売上高営業利
益率（ROS）は 1％を上回ることがないほど不振を極めた。1979〜80 年に
かけて若干の回復を見せたものの，1979 年に発生した第 2 次石油危機に
よる原油価格高騰の影響も受け，1981〜82 年にかけて再びマイナス圏へ







学工業の体制整備に乗り出した。通産省は，1982 年 7 月に産業構造審議
会化学工業部会に石油化学産業体制小委員会を設置し，エチレン及び主要
誘導品の需要予測，設備処理の規模，エチレンセンターのグループ化など
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政府は 1978 年 5 月に施行された特定不況産業安定臨時措置法を改正す







































平野 そうすると 1976 年春ごろですか。
小林 そうなりますね。それから 1978 年に企画部長代理になりました。















政府は 1978 年 5 月に施行された特定不況産業安定臨時措置法を改正す







1985 年 9 月末までに全ての業種で完了し，エチレンに関しては 1985 年 3
月までに 32％にも及ぶ設備処理が実行された。これにより，設備処理前
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住友精化に譲り渡し），フランス SOVAP 社からの GFR タンク製法，イタリ











3) 米国のカーボランダム社が 1972 年に開発した芳香族系液晶樹脂「エコノー
ル」に注目した住友化学は，カーボランダム社と折半出資で「日本エコノー
ル株式会社」を設立し，1975 年から出荷を開始した。しかし，カーボラン
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いる」と言った M 社が，突然レゾルシンを年産 2,000 トンで企業化する
と発表したのです。すると土方社長は「M社は実に怪しからん。小林君，
レゾルシンは前向きに進めよ」と言い出されました。この発言は嬉しいも










































12) 1980 年に千葉製造所において年産 5,000 トンの設備が完成し（171 頁），
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編，1981，626 頁）。出費比率は米国側 50％（技術供与），住友化学 30％，
昭和電工 20％であった。日本オキシランのハルコン法によるプロピレンオ
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ブチレンを酸化して MMA モノマーを作る方法でした。けれども住化の 1
段の触媒はすごく良かったのですが，2 段目が良くなかったのです。片や























15) 愛媛の再構築の一つの柱と位置づけ 1980〜85 年にかけて，愛媛では MMA
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平野 それで旭化成は 30 万トン設備の能力削減には最終的に賛成した
のですか。
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ミドの持ち分取得（短信）」『日経産業新聞』2001 年 12 月 11 日，第 16 面。
現在，アラミド繊維は帝人の稼ぎ頭となっている（「帝人，成長投資に 3000
億円超，20〜22 年度，医療で M&Aも」『日経産業新聞』2020 年 2月 4 日）。
21) 社史によれば，デタントによる軍需の後退で国際的に大幅な需給ギャップが
生じたうえ，先発各社に比べ小規模で品質改良が進まなかったため，プリプ
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現在，アラミド繊維は帝人の稼ぎ頭となっている（「帝人，成長投資に 3000
億円超，20〜22 年度，医療で M&Aも」『日経産業新聞』2020 年 2月 4 日）。
21) 社史によれば，デタントによる軍需の後退で国際的に大幅な需給ギャップが
生じたうえ，先発各社に比べ小規模で品質改良が進まなかったため，プリプ
レーグは 1991 年，炭素繊維は 1995 年に事業を断念したという（418頁）。
